
2022年12月23日

金 額 科 　目 金 額

（負　債　の　部）

1,025,883 預 金 5,293,286

4,939 譲 渡 性 預 金 108,212

295 売 現 先 勘 定 97,164

9,934 債 券 貸 借 取 引 受 入 担 保 金 486,909

1,323,768 特 定 取 引 負 債 33

4,345,830 借 用 金 567,830

11,019 外 国 為 替 72

38,849 信 託 勘 定 借 5,635

162,630 そ の 他 負 債 81,227

47,293 退 職 給 付 に 係 る 負 債 225

9,126 睡 眠 預 金 払 戻 損 失 引 当 金 721

7,752 偶 発 損 失 引 当 金 225

8,420 再評価に係る繰延税金負債 4,163

8,585 支 払 承 諾 8,585

△ 27,172 負 債 の 部 合 計 6,654,293

（純　資　産　の　部）

資 本 金 18,128

資 本 剰 余 金 9,513

利 益 剰 余 金 283,979

株 主 資 本 合 計 311,621

その他有価証券評価差額金 △ 39,025

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 41,877

土 地 再 評 価 差 額 金 6,314

退職給付に係る調整累計額 1,490

その他の包括利益累計額合計 10,658

非 支 配 株 主 持 分 585

純 資 産 の 部 合 計 322,865

6,977,159 負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計 6,977,159

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

科 　目

第１５２期　　中　間　決　算　公　告

　　　　    　 熊本市中央区練兵町１番地

　　　　 　株式会社　肥 後 銀 行

　　　　 　取締役頭取　笠原 慶久

中間連結貸借対照表（２０２２年９月３０日現在）
（単位：百万円）

資 産 の 部 合 計

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

退 職 給 付 に 係 る 資 産

繰 延 税 金 資 産

有 価 証 券

支 払 承 諾 見 返

貸 出 金

外 国 為 替

貸 倒 引 当 金

金 銭 の 信 託

リース債権及びリース投資資産

（資　産　の　部）

そ の 他 資 産

買 入 金 銭 債 権

特 定 取 引 資 産

現 金 預 け 金
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２０２２年４月　１日から

２０２２年９月３０日まで

（単位：百万円）

56,215

　 29,877

　 ( 17,955 ）

( 11,418 ）

37

6,092

13

16,743

3,450

41,876

3,943

（ 489 ）

1,794

16,081

17,908

2,147

14,339

3

3

7

7

14,335

4,285

94

4,380

9,954

34

9,920

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

資 金 運 用 収 益

固 定 資 産 処 分 益

科　　　　　目 金　　　　　　額

経 常 収 益

資 金 調 達 費 用

信 託 報 酬

役 務 取 引 等 費 用

役 務 取 引 等 収 益

（ う ち 貸 出 金 利 息 ）

経 常 利 益

営 業 経 費

（ う ち 有 価 証 券 利 息 配 当 金 ）

そ の 他 経 常 収 益

経 常 費 用

税 金 等 調 整 前 中 間 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 中 間 純 利 益

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 中 間 純 利 益

法 人 税 等 合 計

中 間 純 利 益

中間連結損益計算書

そ の 他 業 務 費 用

そ の 他 業 務 収 益

特 定 取 引 収 益

（ う ち 預 金 利 息 ）

固 定 資 産 処 分 損

そ の 他 経 常 費 用

特 別 損 失

特 別 利 益
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連結注記表 

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

中間連結財務諸表の作成方針 

(1) 連結の範囲に関する事項 

① 連結される子会社及び子法人等 ８社

肥銀リース株式会社 

ＪＲ九州ＦＧリース株式会社 

肥銀カード株式会社 

九州みらいインベストメンツ株式会社 

肥銀キャピタル株式会社 

肥銀ビジネスサポート株式会社 

肥銀ビジネス教育株式会社 

肥銀オフィスビジネス株式会社 

なお、九州みらいインベストメンツ株式会社は、2022年４月１日に新規設立し、当中間連結会計期間から

連結の範囲に含めております。 

また、九州デジタルソリューションズ株式会社は、2022年４月１日付で株式会社九州フィナンシャルグル

ープの完全子会社となり、連結の範囲から除外しております。 

② 非連結の子会社及び子法人等   ３社

肥後３号地域活性化投資事業有限責任組合 

肥後６次産業化投資事業有限責任組合 

肥銀ベンチャー投資事業有限責任組合 

非連結の子会社及び子法人等は、その資産、経常収益、中間純損益（持分に見合う額）、利益剰余金（持

分に見合う額）及びその他の包括利益累計額（持分に見合う額）等からみて、連結の範囲から除いても企

業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいため、連結の範囲

から除外しております。

(2) 持分法の適用に関する事項

① 持分法適用の非連結の子会社及び子法人等

該当ありません。

② 持分法適用の関連法人等

該当ありません。

③ 持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等 ３社 

肥後３号地域活性化投資事業有限責任組合 

肥後６次産業化投資事業有限責任組合 

 肥銀ベンチャー投資事業有限責任組合 

④ 持分法非適用の関連法人等 ６社

肥後・鹿児島地域活性化投資事業有限責任組合 

ＫＦＧアグリ投資事業有限責任組合 

熊本復興応援投資事業有限責任組合 

熊本地震事業再生支援投資事業有限責任組合 

肥銀ブリッジ投資事業有限責任組合 

肥銀地域企業応援投資事業有限責任組合 

持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等、関連法人等は、中間純損益（持分に見合う額）、利益剰余金

（持分に見合う額）及びその他の包括利益累計額（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いて

も中間連結財務諸表に重要な影響を与えないため、持分法の対象から除外しております。

 (3) 連結される子会社及び子法人等の中間決算日等に関する事項

連結される子会社及び子法人等の中間決算日は次のとおりであります。

９月末日                     ８社 
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会計方針に関する事項 

(1) 特定取引資産・負債の評価基準及び収益・費用の計上基準 

金利、通貨の価格、金融商品市場における相場その他の指標に係る短期的な変動、市場間の格差等を利用

して利益を得る等の目的（以下「特定取引目的」という。）の取引については、取引の約定時点を基準とし、

中間連結貸借対照表上「特定取引資産」及び「特定取引負債」に計上するとともに、当該取引からの損益を

中間連結損益計算書上「特定取引収益」及び「特定取引費用」に計上しております。 

特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭債権等については中間連結決算日の時価によ

り、スワップ・先物・オプション取引等の派生商品については中間連結決算日において決済したものとみな

した額により行っております。 

また、特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、当中間連結会計期間中の受払利息等に、有価証券及

び金銭債権等については前連結会計年度末と当中間連結会計期間末における評価損益の増減額を、派生商品

については前連結会計年度末と当中間連結会計期間末におけるみなし決済からの損益相当額の増減額を加え

ております。 

連結される子会社及び子法人等については、特定取引目的の取引及びこれに類似する取引は行っておりま

せん。 

(2) 有価証券の評価基準及び評価方法 

(イ) 有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、持分法非

適用の非連結子会社・子法人等株式及び持分法非適用の関連法人等株式については移動平均法による原価

法、その他有価証券については時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、ただし市場価格のな

い株式等については移動平均法による原価法により行っております。 

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

(ロ) 有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されている有価証券

の評価は、時価法により行っております。 

(3) デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引（特定取引目的の取引を除く）の評価は、時価法により行っております。 

(4) 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

当行の有形固定資産は、定率法（ただし、1998 年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を除く。）

並びに 2016 年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）を採用し、年間減価償

却費見積額を期間により按分し計上しております。 

また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建 物    20年～50年 

その他    ５年～20年 

連結される子会社及び子法人等の有形固定資産については、資産の見積耐用年数に基づき、主として定率法

により償却しております。 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、当行並び

に連結される子会社及び子法人等で定める利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。 

③ リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」及び「無形固定資産」中のリース資産は、

リース期間を耐用年数とした定額法により償却しております。なお、残存価額については、リース契約上に

残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零としております。 

(5) 貸倒引当金の計上基準 

当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」（日本公認

会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号 2022 年４月 14 日）に規定する正常先債権及び要注意先債権

に相当する債権については、過去の一定期間における各々の貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき計

上しております。 

正常先債権及び要管理先債権以外の要注意先債権については今後１年間の予想損失額を見込んで計上し、

要管理先債権については今後３年間の予想損失額を見込み、貸倒引当金として計上しております。予想損失

額は、１年間又は３年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率の過去の一定期間における平均値に基づき損失

率を求め、これに将来見込み等の必要な修正 を加えて算出しております。要管理先債権で与信額が一定額以

上の大口債務者のうち、 債権の元本の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積もる

ことができる債権については、当該キャッシュ・フローを貸出条件緩和実施前の約定利子率で割り引いた金
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額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金とする方法（キャッシュ・フロー見積法）により計上しておりま

す。 

破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見

込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。

破綻懸念先債権のうち、一定額以上の大口債務者の債権については債務者ごとに担保の処分可能見込額及び

保証による回収見込額を控除した債権額と、合理的に将来キャッシュ・フローを見積もって算出した回収可

能額との差額を貸倒引当金として計上しております。上記以外の破綻懸念先債権については要管理先債権と

同様の方法により貸倒引当金を算出しております。 

破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証

による回収可能見込額を控除した残額を計上しております。 

なお、すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から

独立した資産監査部署が査定結果を監査しております。 

連結される子会社及び子法人等の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等を勘案して必要

と認めた額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額をそれ

ぞれ計上しております。 

 

(追加情報) 

 新型コロナウイルス感染症の感染拡大やそれに伴う経済活動への影響は、前連結会計年度末から当面の間続

くものと想定し、当行グループの貸出金等の信用リスクに一定の影響があるとの仮定を置いております。この

ような状況下、当行グループは見積りに影響を及ぼす入手可能な情報を債務者区分に反映しております。なお、

前連結会計年度から当該仮定に、重要な変更はありません。 

 

(6) 睡眠預金払戻損失引当金の計上基準 

睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止し利益計上を行った睡眠預金の払戻請求に備えるため、過去

の支払実績等を勘案して必要と認められる額を計上しております。 

(7) 偶発損失引当金の計上基準 

偶発損失引当金は、信用保証協会との責任共有制度等の代位弁済に伴い発生する負担金等の支払いに備え

るため、将来発生する損失額を見積もり計上しております。 

(8) 退職給付に係る会計処理の方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当中間連結会計期間末までの期間に帰属させる方法につ

いては給付算定式基準によっております。また、過去勤務費用及び数理計算上の差異の損益処理方法は次の

とおりであります。 

過去勤務費用   ：その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）による定額法により

損益処理 

数理計算上の差異：各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）による

定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から損益処理 

なお、連結される子会社及び子法人等は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係

る当中間連結会計期間末の要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。 

(9) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

当行の外貨建資産・負債は、中間連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

連結される子会社及び子法人等の外貨建資産・負債はありません。 

(10) リース取引の処理方法 

ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準は、リース料受取時にその他業務収益とその他業務費用

を計上する方法によっております。 

(11) 重要なヘッジ会計の方法 

(イ) 金利リスク・ヘッジ 

当行の金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における金融商品会

計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別委員会実務指針第 24 号 2022

年３月 17 日。以下「業種別委員会実務指針第 24 号」という。）に規定する繰延ヘッジによっております。

ヘッジ有効性評価の方法については、貸出・債券等の金利変動リスクを減殺する目的で行うヘッジについて、

ヘッジ対象とヘッジ手段の金利変動要素の相関関係を検証しております。 

また、一部の資産・負債については、金利スワップの特例処理を行っております。 
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(ロ) 為替変動リスク・ヘッジ 

当行の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における

外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別委員会実務指針

第 25 号 2020 年 10 月８日。以下「業種別委員会実務指針第 25 号」という。）に規定する繰延ヘッジによ

っております。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目

的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債

務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認することによりヘッジの有効性を評

価しております。 

 

会計方針の変更 

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用） 

 「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 31号 2021年６月 17日。以下「時

価算定会計基準適用指針」という。）を当中間連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第

27-2項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたっ

て適用することとしております。なお、中間連結財務諸表に与える影響は軽微であります。 
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注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

１．関係会社の株式及び出資金総額（連結子会社及び連結子法人等の株式を除く）  4,919百万円 

２．銀行法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権は次のとおりであります。なお、債

権は、連結貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償還及び利息の支払の全部又は一部について保証

しているものであって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）によるものに限る。）、

貸出金、外国為替、「その他資産」中の未収利息及び仮払金並びに支払承諾見返の各勘定に計上されるもの並

びに注記されている有価証券の貸付けを行っている場合のその有価証券（使用貸借又は賃貸借契約によるもの

に限る。）であります。 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権額    9,546百万円 

危険債権額                             40,125百万円 

三月以上延滞債権額                          －百万円 

貸出条件緩和債権額                     17,041百万円 

合計額                                 66,713百万円 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事

由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権であります。 

危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従

った債権危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契

約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権で破産再生債権及びこれらに準

ずる債権に該当しないものであります。 

三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金で破産

更生債権及びこれらに準ずる債権並びに危険債権に該当しないものであります。 

貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶

予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破産更生債権及びこれ

らに準ずる債権、危険債権並びに三月以上延滞債権に該当しないものであります。 

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

３．手形割引は、業種別委員会実務指針第 24 号に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れ

た商業手形及び買入外国為替等は、売却又は再担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、

その額面金額は、7,976百万円であります。 

４．担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産  

有価証券                      945,441百万円 

貸出金             830,192百万円 

リース債権及びリース投資資産     757百万円 

担保資産に対応する債務 

預金                            25,906百万円 

売現先勘定            97,164百万円 

債券貸借取引受入担保金      486,909百万円 

借用金              549,968百万円 

上記のほか、為替決済、指定金融機関等の取引の担保として、その他資産 40,192 百万円を差し入れており

ます。 

また、その他資産には、先物取引差入証拠金 96百万円、保証金 644百万円及び金融商品等差入担保金 28,888

百万円が含まれております。 

５．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、

契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約でありま

す。これらの契約に係る融資未実行残高は、893,019 百万円であります。このうち原契約期間が１年以内のも

の又は任意の時期に無条件で取消可能なものが 837,971 百万円あります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必

ずしも当行並びに連結される子会社及び子法人等の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではあり

ません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行

並びに連結される子会社及び子法人等が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすること

ができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を

徴求するほか、契約後も定期的に（半年毎に）予め定めている行内（社内）手続に基づき顧客の業況等を把

握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 
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６．土地の再評価に関する法律（1998年３月 31日公布法律第 34 号）に基づき、当行の事業用の土地の再評価を

行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部

に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 

再評価を行った年月日                       1999 年３月 31日 

同法律第３条第３項に定める再評価の方法      

土地の再評価に関する法律施行令（1998年３月 31日公布政令第 119 号）第２条第３号に定める土地課

税台帳に登録されている価格（固定資産税評価額）に合理的な調整を行って算出。 

７．有形固定資産の減価償却累計額      42,573 百万円 

８．連結自己資本比率 10.15％ 

９．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対する保証債

務の額は 28,674百万円であります。 

 

（中間連結損益計算書関係） 

１.「その他経常収益」には、株式等売却益 2,878百万円を含んでおります。 

２.「営業経費」には、給与・手当等 9,395百万円及び減価償却費 2,153百万円を含んでおります。 

３.「その他経常費用」には、貸倒引当金繰入額 768百万円及び株式等売却損 914 百万円を含んでおります。 

４．当中間連結会計期間における中間包括利益 △15,628百万円 

 

  

8



（金融商品関係） 

１．金融商品の時価等に関する事項 

 2022年９月 30日における中間連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります。

なお、市場価格のない株式等及び組合出資金は、次表には含めておりません（(注１) 参照）。また、現金預

け金、外国為替(資産・負債)、売現先勘定、債券貸借取引受入担保金は、短期間で決済されるため時価が帳

簿価額に近似することから、注記を省略しております。 

                                          （単位：百万円） 

 中間連結貸借対
照表計上額 

時 価 差 額 

(1) 特定取引資産 

   売買目的有価証券 

(2) 有価証券 

   満期保有目的の債券 

   その他有価証券（*1） 

(3) 貸出金 

   貸倒引当金（*2） 

 

262 

 

28,833 

1,275,168 

4,345,830 

△25,774 

 

262 

 

28,825 

1,275,168 

 

 

－ 

 

△8 

－ 

 

 

4,320,055 4,328,209 8,153 

資産計 5,624,320 5,632,464 8,144 

(1) 預金 

(2) 譲渡性預金 

(3) 借用金 

5,293,286 

108,212 

567,830 

5,293,392 

108,215 

567,781 

106 

2 

△48 

負債計 5,969,329 5,969,389 60 

デリバティブ取引（*3） 

 ヘッジ会計が適用されていないもの 

 ヘッジ会計が適用されているもの

（*4） 

 

1,352  

53,608 

 

 

1,352  

53,608 

 

 

－ 

－ 

 

デリバティブ取引計 54,961 54,961 － 

（*1）その他有価証券には、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 31号 令

和３年６月 17日）第 24-3項及び第 24-9項の基準価額を時価とみなす取扱いを適用した投資信託が含ま

れております。  

（*2）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。 

（*3）特定取引資産・負債及びその他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表示しておりま

す。 

デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。 

（*4）ヘッジ対象である有価証券等の相場変動を相殺するためにヘッジ手段として指定した金利スワップ等で

あり、主に繰延ヘッジを適用しております。なお、これらのヘッジ関係に、「LIBOR を参照する金融商

品に関するヘッジ会計の取扱い」（実務対応報告第 40 号 2022年３月 17 日）を適用しております。 
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（注１）市場価格のない株式等及び組合出資金の中間連結貸借対照表計上額は次のとおりであり、金融商品の時価

情報の「その他有価証券」には含まれておりません。 

                                         （単位：百万円） 

区 分 中間連結貸借対照表計上額 

非上場株式等(*1)(*2) 3,470 

組合出資金(*3) 16,296 

合 計 19,766 

（*1）非上場株式等については、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針

第 19 号 2020年３月 31日）第５項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。 

（*2）当中間連結会計期間において、非上場株式について３百万円減損処理を行っております。 

（*3）組合出資金については、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 

31 号 2021年６月 17日）第 24-16 項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。 

 

２．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

  金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ

ルに分類しております。 

 

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価 

の算定の対象となる資産または負債に関する相場価格により算定した時価 

レベル２の時価：観察可能な時価に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係る 

インプットを用いて算定した時価 

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価 

 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ

属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。 

 

(1)  時価で中間連結貸借対照表に計上している金融商品 

                                                                                (単位：百万円） 

区分 
時価 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

特定取引資産及び有価証券 

 売買目的有価証券 

  国債・地方債等 

 その他有価証券(※1) 

  国債・地方債等 

  社債 

  株式 

  その他 

デリバティブ取引 

 金利関連 

 通貨関連 

  株式関連 

 

 

15 

 

291,943 

－ 

62,468 

230,489 

 

－ 

－ 

158 

 

 

247 

 

237,260 

211,093 

149 

220,635 

 

60,387 

6,421 

－ 

 

 

－ 

 

－ 

－ 

－ 

4,358 

 

－ 

－ 

－ 

 

 

262 

 

529,204 

211,093 

62,618 

455,482 

 

60,387 

6,421 

158 

資産計 585,075 736,195 4,358 1,325,628 

デリバティブ取引 

 金利関連 

 通貨関連 

 

－ 

－ 

 

497 

11,507 

 

－ 

－ 

 

497 

11,507 

負債計 － 12,005 － 12,005 

（※1）その他有価証券には、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 31号 2021

年６月 17日）第 24-3項及び第 24-9項の基準価額を時価とみなす取扱いを適用した投資信託は含まれてお

りません。第 24-3 項の取扱いを適用した投資信託の中間連結貸借対照表計上額は 8,153 百万円、第 24-9

項の取扱いを適用した投資信託の中間連結貸借対照表計上額は 8,614 百万円であります。 
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① 第 24-3項及び第 24-9 項の取扱いを適用した投資信託の期首残高から期末残高への調整表 

      （単位：百万円） 

 期首 

残高 

当期の損益又は 

その他の包括利益 

購入、売却

及び償還

の純額 

投資信託

の基準価

額を時価

とみなす

こととし

た額 

投資信託

の基準価

額を時価

とみなさ

ないこと

とした額 

期末 

残高 

当期の損益に

計上した額の

うち中間連結

貸借対照表日

において保有

する投資信託

の評価損益 

損益に 

計上 

その他の

包括利益 

に計上

(*1) 

その他有価証券 

その他(第 24-3 項

の取扱いを適用し

た投資信託) 

 

8,062 

 

－ 

 

91 

 

－ 

 

－ 

 

－ 

 

8,153 

 

－ 

その他有価証券 

その他(第 24-9 項

の取扱いを適用し

た投資信託) 

 

7,959 

 

－ 

 

655 

 

－ 

 

－ 

 

－ 

 

8,614 

 

－ 

（*1）中間連結包括利益計算書の「その他の包括利益」の「その他有価証券評価差額金」に含まれております。 

 

② 中間連結決算日における解約又は買戻請求に関する制限の内容ごとの内訳 

（単位：百万円） 

解約又は買戻請求に関する制限の主な内容 中間連結貸借対照表計上額 

解約時期にかかる制限 8,153 

 

(2) 時価で中間連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品 

                                       (単位：百万円） 

区分 
時価 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

有価証券 

 満期保有目的の債券 

  社債 

貸出金 

 

 

－ 

－ 

 

 

160 

－ 

 

 

28,664 

4,328,209 

 

 

28,825 

4,328,209 

資産計 － 160 4,356,874 4,357,034 

預金 

譲渡性預金 

借用金 

－ 

－ 

－ 

5,293,392 

108,215 

567,781 

－ 

－ 

－ 

5,293,392 

108,215 

567,781 

負債計 － 5,969,389 － 5,969,389 

 

（注１）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明 

資 産 

 

特定取引資産及び有価証券 

特定取引資産及び有価証券については、活発な市場における無調整の相場価格を利用できるものはレベル１

の時価に分類しております。主に上場株式や国債がこれに含まれます。 

公表された相場価格を用いていたとしても市場が活発でない場合にはレベル２の時価に分類しております。

主に地方債、社債がこれに含まれます。また、市場における取引価格が存在しない投資信託について、解約又

は買戻請求に関して市場参加者からリスクの対価を求められるほどの重要な制限がない場合には基準価額を

時価とし、レベル２の時価に分類しております。 

相場価格が入手できない場合には、将来キャッシュ・フローの現在価値技法などの評価技法を用いて時価を

算定しております。評価に当たっては観察可能なインプットを最大限利用しており、インプットには、無担保

コールレート、TIBOR、国債利回り、スワップレート、信用スプレッド等が含まれます。算定に当たり重要な

観察できないインプットを用いている場合には、レベル３の時価に分類しております。 
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貸出金 

貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が実行後大き

く異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としており、レベル３

の時価に分類しております。固定金利によるものは、貸出金の種類及び内部格付、期間に基づく区分ごとに、

元利金の合計額をスワップレートをベースに信用スプレッドを加味した利率等で割り引いて時価を算定して

おり、レベル３の時価に分類しております。 

また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、見積将来キャッシュ・フローの割引

現在価値、又は、担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は中間連

結決算日における中間連結貸借対照表上の債権等計上額から貸倒引当金計上額を控除した金額に近似してお

り、当該価額を時価としていることから、レベル３の時価に分類しております。 

貸出金のうち、当該貸出を担保資産の範囲内に限るなどの特性により、返済期限を設けていないものについ

ては、返済見込み期間及び金利条件等から、時価は帳簿価額に近似しているものと想定されるため、帳簿価額

を時価としており、レベル３の時価に分類しております。 

 

負 債 

 

預金及び譲渡性預金 

要求払預金について、中間連結決算日に要求に応じて直ちに支払うものは、その金額を時価としております。

また、定期預金及び譲渡性預金については、一定の期間ごとに区分して、将来キャッシュ・フローを割り引い

た割引現在価値により時価を算定しております。割引率は、新規に預金を受け入れる際に使用する利率を用い

ております。定期預金のうち変動金利によるものは短期間で市場金利を反映するため、時価は帳簿価額と近似

していることから、当該帳簿価額を時価としております。なお、定期預金のうち預入期間が短期間（１年以内）

の外貨定期預金は、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。当該時価

はレベル２の時価に分類しております。 
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借用金 

借用金については、一定の期間ごとに区分した当該借用金の元利金の合計額を、当該借入金の残存期間及び

信用リスクを加味した利率、又は、同様の借入において想定される利率で割り引いて現在価値を算定しており

ます。このうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当行並びに連結される子会社及

び子法人等の信用状態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられる

ため、当該帳簿価額を時価としております。なお、約定期間が短期間（１年以内）のものは、時価は帳簿価額

と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。当該時価はいずれもレベル２の時価に分類し

ております。 

 

デリバティブ取引 

デリバティブ取引については、大部分は店頭取引であり、公表された相場価格が存在しないため、取引の種

類や満期までの期間に応じて現在価値技法やブラック・ショールズ・モデル等の評価技法を利用して時価を算

定しております。それらの評価技法で用いている主なインプットは、金利や為替レート、ボラティリティ等で

あります。また、取引相手の信用リスク及び当行自身の信用リスクに基づく価格調整を行っております。観察

できないインプットを用いていない又はその影響が重要でない場合はレベル２の時価に分類しており、プレイ

ン・バニラ型の金利スワップ取引、為替予約取引等が含まれます。 

 

（注２）時価で中間連結貸借対照表に計上している金融商品のうちレベル３の時価に関する情報 

    

(1) 期首残高から期末残高への調整表、当期の損益に認識した評価損益（2022年９月 30 日） 

      （単位：百万円） 

 期首 

残高 

当期の損益又は 

その他の包括利益 

購入、売

却、発行及

び決済の 

純額 

レベル３ 

の時価へ 

の振替 

レベル３ 

の時価か

らの振替 

 

期末 

残高 

当期の損益に

計上した額の

うち中間連結

貸借対照表日

において保有

する金融資産

及び金融負債 

の評価損益 

損益に 

計上 

その他の

包括利益 

に計上

(*1) 

有価証券         

その他有価証券 

  その他（仕組債） 

 

4,728 

 

－ 

 

630 

 

△1,000 

 

－ 

 

－ 

 

4,358 

 

－ 

（*1）中間連結包括利益計算書の「その他の包括利益」の「その他有価証券評価差額金」に含まれております。 

 

(2) 時価の評価プロセスの説明 

当行グループはリスク管理部門において時価の算定に関する方針及び手続を定めており、これに沿って各取

引部門が時価を算定しております。算定された時価は、独立した評価部門において、時価の算定に用いられた

評価技法及びインプットの妥当性並びに時価のレベルの分類の適切性を検証しております。検証結果は毎期リ

スク管理部門に報告され、時価の算定の方針及び手続に関する適切性が確保されております。 

時価の算定に当たっては、個々の資産の性質、特性及びリスクを最も適切に反映できる評価モデルを用いて

おります。また、第三者から入手した相場価格を利用する場合においても、利用されている評価技法及びイン

プットの確認や類似の金融商品の時価との比較等の適切な方法により価格の妥当性を検証しております。 

  

13



（有価証券関係） 

   中間連結貸借対照表の「有価証券」について記載しております。 

１．満期保有目的の債券（2022年９月 30日現在） 

 種類 
中間連結貸借対照表 
計上額（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円） 

時価が中間連結貸借

対照表計上額を超え

るもの 

国債 － － － 

地方債 － － － 

社債 13,928 13,986 57 

その他 － － － 

小計 13,928 13,986 57 

時価が中間連結貸借

対照表計上額を超え

ないもの 

国債 － － － 

地方債 － － － 

社債 14,905 14,838 △66 

その他 － － － 

小計 14,905 14,838 △66 

合計 28,833 28,825 △8 
 

２．その他有価証券（2022年９月 30日現在） 

 種類 
中間連結貸借対照表 
計上額（百万円） 

取得原価 
（百万円） 

差額（百万円） 

中間連結貸借対照表

計上額が取得原価を

超えるもの 

株式 52,739 30,262 22,477 

債券 101,499 97,358 4,140 

国債 38,185 36,143 2,042 

地方債 23,082 21,606 1,476 

短期社債 － － － 

社債 40,230 39,608 621 

その他 110,370 99,946 10,424 

うち外国証券 55,810 51,065 4,744 

小計 264,610 227,567 37,042 

中間連結貸借対照表

計上額が取得原価を

超えないもの 

株式 9,878 10,874 △995 

債券 638,798 676,576 △37,777 

国債 253,758 280,066 △26,308 

地方債 214,177 222,760 △8,582 

短期社債 － － － 

社債 170,862 173,749 △2,886 

その他 361,880 416,894 △55,014 

うち外国証券 332,902 386,158 △53,256 

小計 1,010,557 1,104,345 △93,787 

合計 1,275,168 1,331,913 △56,745 
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３．減損処理を行った有価証券 

売買目的有価証券以外の有価証券（市場価格のない株式等及び組合出資金を除く）のうち、当該有価証券

の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められない

ものについては、当該時価をもって中間連結貸借対照表計上額とするとともに、評価差額を当中間連結会計

期間の損失として処理（以下「減損処理」という。）しております。 

当中間連結会計期間における減損処理額は、43百万円（株式 43百万円）であります。 

なお、当該有価証券の減損にあたっては、当中間連結会計期間末日における時価の取得原価に対する下落

率が 50％以上の銘柄について一律減損処理するとともに、30％以上 50％未満の銘柄について過去一定期間

の時価の推移や発行会社の信用リスク等を判断基準として減損処理しております。 

 

（収益認識関係） 

顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

                                       （単位：百万円） 

 報告セグメント 
計 その他 合計 

銀行業 リース業 

役務取引等収益 

 預金・貸出業務 

 為替業務 

 証券関連業務 

 その他業務 

信託報酬 

 信託関連業務 

その他経常収益 

 その他業務 

 

2,811 

1,606 

317 

1,280 

 

37 

 

167 

 

－ 

－ 

－ 

4 

 

－ 

 

11 

 

2,811 

1,606 

317 

1,284 

 

37 

 

179 

 

－ 

－ 

－ 

－ 

 

－ 

 

26 

 

2,811 

1,606 

317 

1,284 

 

37 

 

205 

顧客との契約から 

生じる経常収益 
6,220 15 6,236 26 6,263 

上記以外の経常収益 37,024 11,854 48,879 1,072 49,952 

外部顧客に対する 

経常収益 
43,245 11,870 55,116 1,099 56,215 

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、クレジットカード業

務等であります。 

 

（１株当たり情報） 

１株当たりの純資産額      1,398円 29銭 

１株当たり親会社株主に帰属する中間純利益金額     43円 04銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり親会社株主に帰属する中間純利益金額については、潜在株式がないた

め記載しておりません。  
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